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レインズＩＰ型の会員登録はお済みですか？レインズＩＰ型の会員登録はお済みですか？
レインズ IP 型は登録料無料、利用料無料でお使いになれます。

受付時間
土曜日、日曜日、祝休日、レインズの休止日（12/28～１/３）を除く平日の午前９時から午後６時まで
レインズシステムのご質問、お問い合わせは下記のレインズシステムコールセンターにお尋ね下さい。

　各　位
公益社団法人中部圏不動産流通機構　　

会　長　山　田　美喜男　

公益社団法人移行のご挨拶
拝啓　時下　益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。
　日頃から当機構に対しましてはご指導・ご鞭撻を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当機構は本年９月 19日に内閣総理大臣より下記のとおり、「公益社団法人」として
の認定をいただきました。これに伴い 10月１日に公益社団法人に移行いたしました。
　今後は、公益社団法人としてその意義、役割を自覚し、旧法人時にも増してより高い使命
をもって、事業運営に努めてまいりたいと考えております。
　旧来のご支援に厚く感謝申し上げるとともに、今後とも尚一層のご指導・ご協力を賜りま
すようお願い申し上げます。
　まずは、略儀ながら書中をもって謹んでご挨拶申し上げます。

敬　具　
記

１．法人の名称
　　　公益社団法人中部圏不動産流通機構
　　　（旧名称：社団法人中部圏不動産流通機構）
２．代表者
　　　代表理事（会長）　　山田美喜男
３．主たる事務所
　　　愛知県名古屋市西区城西５丁目１番 14号　愛知県不動産会館１階
４．事業の概要
　宅地または建物の売買、賃貸借等に関する情報登録の受け入れ及び提供、並びにこれに
関する不動産流通市場の調査研究を行い、不動産流通市場の健全な発展に寄与する国土交
通大臣指定事業。

５．移行年月日
　　　平成 24年 10月１日
６．監督機関
　　　内閣総理大臣および内閣府公益認定等委員会

以　上　

中部圏不動産流通機構は公益社団法人へ移行しました報告
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発行所●〒451-0031　名古屋市西区城西五丁目1-14（愛知県不動産会館）　　TEL（052）521-8589  FAX（052）522-6134
（公社） 中部圏不動産流通機構　　編集人●瀬上　直樹（企画・事業委員長）

公益社団法人
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　会員は、このガイドラインの目的・趣旨・および内容を理解し、機構の規程と
ともにこのガイドラインを守らなければなりません。
　尚、このガイドラインは、今後の社会情勢の変化、関連法令、当機構の諸規程
等の変更などによって、改訂することがあります。
　レインズ情報取り扱いのガイドラインの詳細は、（公社）中部圏不動産流通機
構のホームページ（http://www.chubu-reins.or.jp 会員の皆様へ（各種書類））
に掲載しております。

３．成約情報の取り扱い３．成約情報の取り扱い

（１）情報の取得
　依頼者に対して提示・提供する物件情報・
成約情報はレインズシステムから直接取得す
ることを原則とする。
（２）情報の管理
　機構から取得した物件情報・成約情報を、
機構とは別のデータベースに集積して、そこ
から外部に開示する場合、定期的な情報確認・
更新等の適正な管理を行わなければならない。

（１）レインズの情報を誤認させる
告知の禁止

　会員は機構の物件情報・成約情報の取り扱
いについて、第三者に不当に誤認させる告知
を行うことはできない。
（２）関連法令等の遵守
　会員は情報の取り扱いに関して、このガイ
ドラインのほか、機構の規程および宅地建物
取引業法等の関連法令・法規を遵守しなけれ
ばならない。

レインズ情報取り扱いガイドラインレインズ情報取り扱いガイドライン
　（公社）中部圏不動産流通機構では機構から取得した物件情報・成約情報
を適正に取り扱うために必要なルールを定め、機構の情報交換事業の適正
な運用、会員間取引の円滑化および消費者の保護を図るために「レインズ
情報取り扱いガイドライン」を設けております。

１．レインズ情報の利用のあり方１．レインズ情報の利用のあり方

２．物件情報の取り扱い２．物件情報の取り扱い

（１）利用の目的
　会員は、機構から取得した物件情報・成約
情報を、原則として、会員自らが機構を通し
て不動産取引を成立させるために適正に利用
しなければならない。
（２）目的外利用の禁止
　会員は、上記（利用の目的）に反する目的で、
機構から取得した物件情報・成約情報を外部
に開示することはできない。機構から取得し
た物件情報・成約情報を集計・加工・分析し
たものであっても同様とする。

（１）広告掲載・宣伝告知等
　会員は、物件情報を広告掲載・宣伝告知等
する場合、次の条件をともに充たす必要があ
る。
一　元付（登録）業者の承諾を得ていること。
二　広告掲載物件の承諾方法と物件番号を適
正に管理すること。

（２）依頼者への提示・提供
　物件情報の取り扱いで、広告掲載・宣伝告
知等以外において物件情情報を外部に開示で
きるのは、依頼者に対して提示・提供する場
合のみとする。その場合、次の条件をともに
充たす必要がある。
一　依頼者の購入等の意向の確認、および条
件の把握がなされていること。

二　会員が依頼者の意向および条件に沿って
選択したうえで提示・提供すること。

４．情報の取得と管理４．情報の取得と管理

５．その他５．その他

（１）成約情報の提示・提供条件
　機構から取得した成約情報は、原則とし

て、依頼者に対して価格査定を行う場合の
「意見の根拠」としてのみ提示・提供ができ
る。その際は、成約物件の特定が困難とな
るような工夫を施す必要がある。

（２）特定が可能な成約情報の提
示・提供の禁止

　情報項目の一部抽出・加工をしても、他
の情報と組み合わせる事で、特定が可能な成約情
報の提示・提供は認められない。
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